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論説
　　　　　代表制と民主制との距離（1）
　一第三共和制期における「代表民主制」論の構築可能性
飯　野　賢一
　はじめに
　第三共和制期の代表制と民主制に関する議論
（1）エスマンー半代表制論の創始
（2〉カレ・ド・マルベールー二つの国家理論の理念型と半代表制論
（3）バルテルミ＝デュエズープラグマティッタな主権論と半直接制の導
　入（以上本号）
1　はじめに
　フランスの憲法史・憲法学説史においては、代表制と民主制とは、本
来、原理的に対立するものとして捉えられていた。
　例えば、代表制を採用する典型的な憲法として、1791年憲法を挙げるこ
とができるであろう。1791年憲法は、次のように規定する。「主権は、単
?、? 可分、不可譲で時効によって消滅することがない。主権は、国民
（nation）に属する。人民（peuple）のいかなる部分も、いかなる個人も、
主権の行使を自己に帰属させることはできない」（第3篇第1条）。「すべて
の権力は、国民のみに由来し、国民は委任によらなければ、それを行使す
ることはできない。フランス憲法は代表制である。代表は、立法府と国王
　　　　　　　（1）である」（第3篇第2条）。
（1）V．Maurice　Duverger，Co”s痂厩初sα400％脱n孟sヵol髭蜘6s，P。U．F．，1996，
P．21．
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　カレ・ド・マルベールが定式化してみせた国民主権と人民主権との対比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）によれば、この1791年憲法は、国民主権を採用している。この主権論にお
いては、国民は、抽象的観念的存在であるため、代表者を通じてしか意思
を表明することができず、代表者の意思が国民の意思とされる。また、選
挙民の議員に対する命令的委任の禁止と制限選挙による国民の政治的決定
過程からの排除によって、国民の意思が国政に反映される余地がなくなっ
ている。こうした意味において、1791年憲法が採用する国民主権一代表制
は、反民主的性格を有している。
　よく知られているように、フランス革命期にこのような代表制を擁護し
　　　　　　　　　　　　　（3）た代表的な論者はシエースであった。彼は、代表制と民主制とをラディカ
ルに対立させ、両者の相違について次のように述べている。
　「法律の制定への寄与には二つの方法がある。市民たちは、自分たちの
中の何人かに自分たちの信任を与えることができる。自らの権利を譲渡す
ることなく、市民たちはその行使を委ねるのである。彼らが、自分たちよ
りもはるかによく一般意思を認識し、それについて自分たち自身の意思を
解釈することができる代表を互いに選出するのは、共同の利益のためであ
る。法律の形成への権利を行使するもう一つの方法は、自らそれを作るこ
とに直接的に寄与することである。この直接的な寄与は、真の民主制を特
徴づけるものである。間接的な寄与は、代表制を意味する。この二つの政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〉治システムの相違は、途方もない（6norme）ものである」。
　そして、シエース自身が「真の民主制」よりも「代表制」を選択する理
由については次のように述べている。
　「法律の制定に関する二つの方法の間の選択は、我々にとっては疑いの
（2）Raymond　Carr6de　Malberg，Co魏吻励o％δ如オh60万6g伽伽16461E謝．t。
2，Sirey，1922，［以下ではContribution　t．2として引用する］p．167et　suiv．
（3）　シエースに関する邦語の最も基本な文献としては、浦田一郎『シエースの憲法
思想』（勤草書房，1987年）が挙げられる。本文の中で引用している代表制に関する
シエースの演説については、この著作の192－202頁参照。
（4）　／lzじhJzノεs1）‘z716〃z6多zたz伽2s，1「e　S6rie1787－1799．vol．8，P．594．
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ないものである。第一に、大多数の我々同胞は、十分な教養や余暇を持た
ないので、フランスを統治すべき法律に直接関心を持とうとはしない。彼
らの意見はそれゆえ代表者を選任することである。そしてそれが大多数の
意見なのであるから、教養のある者もその他の者同様にそれに従わなけれ
ばならな）・。…明らかに25，000平方メートルに散らばる500万ないし600万
の能動的市民が集まることはできないので、彼らは代表による立法府を望
むことしかできないのは確かである。それゆえ、代表者を互いに選出する
市民は、法律を自分自身で制定することを放棄するのであり、また放棄し
なければならない。彼らは押しつけるべき特別の意思を有しない。彼らの
受任者の人選に関しては、すべての影響力、すべての権力は彼らにある。
しかし、それがすべてである。彼らが意思を命じるのなら、フランスはも
はや代表制国家ではなくなり、民主制国家となるであろう。…民主制では
ない国（フランスもそうではあり得ない）においては、繰り返すが、人民は
その代表者によってでなければ、話すことも行動することもできないので
（5〉
ある」。
　このように、一般意思の認識や市民の意思の解釈について市民よりも代
表者の方が優れていること、市民が「十分な教養や余暇」を持たないこ
と、フランスの国土の広さや人口の多さゆえに民主制が技術的に困難であ
ることなどから、シエースは代表制を選択し、人民は代表者によってしか
語ることができないことを力説しているのである。
　他方、民主制の擁護者としては、ルソーを挙げることができるであ
（6）
ろう。彼は代表者に関して次のように述べている。
（5）　∬房4．，pp．594－595．
（6）　もっとも、ルソーをこのように近代的民主制の称揚者として位置づ’けることに
は疑問の余地がある。例えば、シモーヌ・ゴワイヤールーファブルは、ルソーの民
主的理念型が非常に完全な政府であるため人間には適さないという点（『社会契約
論』第3篇第4章「もしも神々からなる入民があるとすれば、この人民は民主的に
統治するだろう。これほど完壁な政府は人間には適しない」）と『社会契約論』の
サブタイトルが示すように、ルソーの意図が政治法の創造原理を明らかにすること
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　「主権は代表されえないが、それは、主権を譲り渡すことができないの
と同じ理由による。主権は、本質的に一般意思のなかに存する。ところ
で、意思というものは決して代表されはしない。意思は同じもの［＝同じ
主体に属する意思］であるか、そうでなければ別のもの［＝別の主体に属
する意思］であって、そこには中問というものはない。だから、人民の代
議士は、人民の代表者ではないし、代表者たりえない。彼らは、人民の受
任者であるにすぎない。彼らは何ごとをも最終的に取り決めることはでき
ない。人民みずから承認したものではない法律は、すべて無効であり、断
じて法律ではない。イギリス人民は、自分たちは自由だと思っているが、
それは大間違いである。彼らが自由なのは、議員を選挙するあいだだけの
ことであって、議員が選ばれてしまうと、彼らは奴隷となり、何ものでも
なくなる。…人民は代表者を持つやいなや、もはや自由ではなくなる。も
　　　　　　　　　　　　　（7）はや人民は存在しなくなるのである」。
　ルソーは、主権の本質が一般意思にあり、この意思は代表されないとい
う理由から、立法権に関して理論上は代表制を否定する。たとえ、人口の
多さや領土の広さという物理的な理由から民主制ではなく代表制を採用せ
ざるを得ない場合でも、ルソーの考えでは、人民の議員は人民の意思から
独立して決定を行える代表者ではなく、人民の指令に従う受任者にすぎな
い。従って、この意味での代表制は、シエースの代表制とは全く異なるも
　　　　　（8〉
のとなっている。
にあるため、彼はいかなる体制をも擁護してはいないという点を指摘し、上記のよ
うな疑問にも理由があることを示唆する（V．Simone　Goyard－Fabre，L6s勿％一
6ゆ6s汐hJJosρρh勾％6s4％みo髭ヵolJ吻％ε窺0467彫，P．U．F．，1997，p．148）。
（7）ルソー（作田啓一・原好男訳）『社会契約論／人間不平等起源論』（白水社，
1990年）113－116頁。但し訳文はJean－Jacquees　Rousseau，Z》％Con加J　so磁l
pr6c6d6de　Discours　sur　l’6conomie　politique　et　de　Du　Contrat　social　premiるre
version　et　suivi　de　Fragments　politiques，6dition　Gallimard，collection　Folio／
Essai．1999．を参照して多少変更してある。
（8）ルソーとシエースの代表制観の相違について、カレ・ド・マルベールは次のよ
うにまとめている。「ルソーは、代表制を不可避の悪として、純粋な人民主権原理
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　このように本稿では、代表制と民主制を問接民主制と直接民主制という
民主制の二類型として把握するのではなく、代表制を民主制とは別個の論
理を持つ制度、すなわち代表者が国民から独立して自由に国民の意思を形
成する制度として把握することから出発する。そうするのは、シエースや
ルソーの目に映った代表制と民主制との間に横たわる深淵を真剣に受け止
めるためである。このような出発点からは、一見すると自明と思われる
「代表民主制」が何を意味するのかを問い直す必要が出てくる。「代表民主
制」論を、原理的に対立する代表制と民主制とを調和させ、両者を止揚し
ようとする試みと捉えるなら、この試みは成功する可能性があるのだろう
か。それとも失敗する運命にあるのだろうか。本稿の関心はこうした点に
ある。本稿の目的は、シエースやルソーなどから代表制と民主制との関係
という困難な問題を引き継いだフランス第三共和制期の憲法学者たちの議
論を振り返ることで、このような「代表民主制」論の構築可能性を探るこ
　　（9）とにある。
2　第三共和制期の代表制と民主制に関する議論
　本章で取り上げる第三共和制期の憲法学者は、エスマン、カレ・ド・マ
ルベール、バルテルミ＝デュエズ、デュギ、オーリウである。彼らの憲法
への厄介な違反として渋々にしか承認しなかったのに対して、シエースは反対に代
表を大きな国家におけるあらゆる政治組織の基礎そのものにする。シェースは、代
表を必要悪としてではなく、最良の統治システムと考えている」（R．Carr6de
Malberg，Contribution　t．2，p．258n．11）。彼の指摘するように、ルソーが代表制を
認めるのは物理的な理由という消極的なものからでしかないが、シェースが代表制
を選択するのは、代表制が民主制よりも優れているという積極的な理由からである。
（9）フランス憲法史における代表制と民主制との間に存在する緊張関係を問題とす
る代表的な先行業績としては、樋口陽一「現代の『代表民主制』における直接民主
制的諸傾向」『議会制の構造と動態』（木鐸社，1973年）所収、同『現代民主主義の
憲法思想』（創文社，1977年）203－230頁がある。最近のものとしては、大石眞『立
憲民主制』（信山社，1996年）97頁以下および147頁以下、岡田信弘「『代表・民主
制』の基底にあるアポリア」法学教室224号（1999年）がある。
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学に対するアプローチは非常に異なり、また代表制と民主制に関しても多
様な観点から論じられるため、この時期の代表制と民主制に関する議論
は、非常に豊かな素材を提供している。彼らの学説は、それぞれが第三共
和制期における「代表民主制」論の構築可能性を探る上で、貴重な示唆を
与えてくれるものと思われる。
　ところで、代表制と民主制との関係という問題は、国家権力の行使形態
にかかわる問題であるため、国家権力＝主権という把握がなされる場合に
は、当然に主権の問題ともかかわってくる。従って、本章では、各論者の
代表制論や民主制論の背後にある主権論・国家論にも触れつつ、フランス
第三共和制期の代表制と民主制に関する議論状況の素描を行ってみたい。
（1）エスマンー半代表制論の創始
　エスマンは、『公法・政治学雑誌』創刊号の巻頭論文「二つの統治形態」
において、「古典的代表制」とは異なる「半代表制」という考え方を定式
　　　（10〉化している。この論文にお）・て、彼は「代表制（1e　gouvemement　re－
pr6sentatif）」の本質的特徴として次の三点を指摘する。第一の特徴は、
主権の属性の行使を国民から委任された機関が、国民の名において国民の
代表者として全く自由にそれを行使する点にある。委任された機関は、少
なくともその一つが定期的に国民によって選ばれなければならず、選挙人
は、この機関に対して、法に定められた場合を除き、その行使に関して
「法的な命令的訓令（instruction16galement　imp6ratif）」を与えることがで
（10）このエスマンの「半代表制」を論じるものとしては、杉原泰雄『国民主権と国
民代表制』（有斐閣，1983年）363頁以下、高橋和之『現代憲法理論の源流』（有斐
閣，1986年）303頁以下、成嶋隆「エスマン以降におけるフランスの議論」法律時報
62巻6号（1990年）、小沢隆一『予算議決権の研究』（弘文堂，1995年）181頁以下、
只野雅人『選挙制度と代表制一フランス選挙制度の研究』（勤草書房，1995年）120
頁以下、和田進『国民代表原理と選挙制度』（法律文化社，1995年）108頁以下、石
埼学「現代代表民主制の生理『の』病理についての一考察（1）（2・完）」立命館
法学240－241号（1995年）など多数の先行業績が存在する。本稿もこれらに多くを
負うている。
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きない。第二の特徴は、これらの諸機関は、在職期間中は原則的に無答責
であり、まれな例外を除いて罷免されないことである。第三の特徴は、
「この代表は、国民による国民の直接統治の代用品としてではなく、直接
統治よりも望ましい統治システムと考えられる」ことである。代表制が採
用されるのは、直接制が物理的に不可能だからではなく、代表制の方が直
接制よりも質と量の面で優れたことをなしうるからである。このような特
徴を有する代表制においては、代表者の権力は強大であるため、それとバ
ランスをとる手段が必要となる。その手段と考えられるのが「執行、立
法、司法の権力分立」であり、さらにそれぞれの権力に対する予防策とし
て「二院制」「大臣責任制」「刑事裁判での陪審制」などが考えられて
（11〉
いる。
　エスマンは、こうした「古典的代表制」が変化する傾向にあることを的
確に認識している。彼はその変化の兆候として、i一院制への傾向　ii命
令的委任禁止の緩和傾向　iiiレフェランドム　iv少数派の法的代表を挙げ
ている。エスマンによれば、これらの制度は、もう一つの統治形態の論理
的メカニズムに属するがゆえに「代表制の真髄」に反し、古典的代表制に
導入されれば、既存の均衡を破壊することしかできない。こうした代表制
は、もはや「直接統治の代用品に過ぎず、直接統治自体が時として矯正や
補完として介入する」統治形態であるとされる。エスマンは、このもう一
つの統治形態を「半代表制（1e　gouvemement　semi－repr6sentatif）」と呼
び、「選挙人の多数派によって表明される国民の実在する意思を可能な限
り正確に表わし、執行するという唯一の目的を追求する」ものと捉えて
（12）
いる。
　エスマンは、この「半代表制」の特徴として次の点を指摘する。第一に
「立法権の支配的地位」である。国民（＝選挙人団）は、それ自身では主権
（11）　Adh6mar　Esmein，Deux　fo㎜es　de　gouvemement，inノ～6％64％轟oπ餌61歪6
α46危soJ8％06ヵol痂gπ6（以下R　P。丑），1894，pp．15－17．
（12）　　五6」4．，pp．18－25．
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の様々な属性を行使できないので、その行使を議員に委任する。彼らの本
質的義務は、彼らを選んだ多数者によって表明された意思に従うことであ
り、彼らは「直接的な国民代表」を形成する。「彼らのみが人民の名で真
に語ることができる」ため、「立法権の支配的地位」が導かれる。また
「半代表制」の下では、議会は一院制で常設となる点、さらに「立法権の
支配的地位」から執行権の立法権への従属が導かれ、立法権による執行権
担当者の罷免が可能とされるために、「大臣責任制」の重要性が低くなる
　　　　　　　　　　　（13）点が特徴として指摘されている。
　エスマンは、こうした「半代表制」の特徴の論理的帰結として、「半代
表制」は「人民の意思の実現をまさに保障するという口実の下で、一院制
のほとんど無制限の専制に至るだろう」と指摘する。しかしその一方で、
「半代表制」が、この大きな権力とバランスをとることができる「自然の
バランス回復手段」を持っていること、そしてその手段は「半代表制」に
おいて「論理的帰結であると同時に、有効かつ必要ですらある制約であ
　　　　　　　　　（14）る」ことも付け加えている。
　「半代表制」におけるバランス回復手段としては、司法権の独立に加え
て、「立法議会選挙のための少数派の法的比例代表」「命令的委任」「レフ
ェランドム」が挙げられている。
　比例代表制が採用されるのは、「半代表制」では立法議会が選挙人団の
正確な反映、再現でなければならず、少数派もその数に応じて代表を立法
議会に送る必要があるからである。比例代表制の導入は、導入されない場
合よりも多数派の形成を妨げるため、全能の議会にとっては有益なる弱体
化となるが、古典的代表制に導入される場合には、無用な弱体化をもたら
す。命令的委任とそこから導かれるリコール制に関しては、選挙人の意思
に反する議員の投票を無効にする手段が論じられていない点、議員を罷免
する手続が選挙区の全選挙人の参加による投票と多数決でしか行えない
（13）　五房4．，pp。25－32．
（14）　Z扉4．，p．35．
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点、ある選挙区の選挙人は自分たちを代表する議員しか罷免できないの
で、当然、特殊代表の考え方に立ち戻ってしまう点などが問題点として挙
げられる。こうした問題点を有する命令的委任に比べて、エスマンは、レ
フェランドムを「半代表制の本質的部分であり、その最もよきバランス回
復手段」と考えている。但し、代表制にそれが導入される場合には、よき
立法に対してしばしば乗り越え難い障害となり、また議会の審議能力を低
　　　　　　　　　　　　　（15）下させるために問題であるとされる。
　このようなエスマンの批判的見地からすれば、「半代表制」の持つ権力
抑制的要素は、議会の多数派形成の阻害、命令的委任の実施の困難性と実
施した場合の特殊代表への回帰、議会の審議能力・決定能力の低下をもた
らす。
　「半代表制がいつか完全に実現されれば、法律や統治活動がほとんどな
くなるであろう」という彼の予測からも窺われるように、完全な「半代表
制」では、組織としての国家が機能不全に陥るという診断をエスマンは下
している。しかし、「半代表制」の完全な実現は、現時点ではあり得ない
仮説であるので検討する必要はなく、むしろある問題を解決するための便
法として「半代表制」からそのルールのいくつかを借りたいと思う誘惑こ
　　　　　　　　（16）そが危険であるとされる。従って、エスマンが擁護するのは、「半代表制」
の要素が混入されない「古典的代表制」ということになる。
　以上がエスマンの論文「二つの統治形態」の要旨である。
　エスマンの指摘する「古典的代表制」の特徴は、国民から主権の行使を
委任された代表者が、自由に国民のために国民の名でそれを行使すること
　（17）
にある。この特徴は、代表者意思と国民意思の関係から見れば、代表者意
（15）　　1みづ4．，pp．35－41．
（16）　Zわぎ4．ラp．41．
（17）代表者の特徴として、エスマンは別の箇所で次のように記している。「主権者
人民の代表者を特徴づけるものは、代表者に与えられた権限内で、代表者は自由裁
量的に人民の名において決定することが求められるのであり、人民は代表者の意思
によって意思し、代表者の口によって語ると見倣されることである」（A．Esmein，
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思に先立つ国民意思は存在せず、代表者意思が国民意思と擬制されること
を意味している。これに対して「半代表制」では、国民の実在する意思を
可能な限り正確に実現することを目的とするのであるから、国民意思の存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）在が前提とされ、これを議会に反映させる手段が問題となっている。
　次に代表者の権力の抑制手段に関しては、「古典的代表制」は権力分立
に期待するのに対して、「半代表制」は比例代表、命令的委任、レフェラ
ンドムなど、国民意思を議会に反映する手段に期待する。エスマンの「古
典的代表制」の選択は、国民の政治的決定過程への直接参加ないしはコン
トロールという民主主義的契機よりも、権力分立による権力の抑制という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）自由主義的契機を重視していることを意味する。彼の憲法理論が、「19世
紀自由主義思想」の延長線上にあると言われる理由のひとつがここに
（20）
ある。
El伽6窺s46轟o蕗oo％s渉」オ痂o捌61か朋顔sα60郷釦疹，6e6d．Sirey，1914，［r6im－
pression・Editions　Panth60n－Assas2001］p．392．）。また代表者は「多少の裁量的
決定権を有し、国民のために意思するもの」（痂4．，p．437）とも説明される。こう
した記述からも、エスマンの理解する代表者の特徴は、自由に国民のために意思す
ることであることが分かる。
（18）　「半代表制」における代表者が「真の代表者」ではないことについて、エスマ
ンは次のように指摘している。「主権者の受任者は、いかなる場合にも固有の決定
権を持たず、彼らの行為のすべてが事前に法規則または拘束力を持つ訓令によって
決定されるとしたら、あるいは主権者の承認がなければ何も決定できないとした
ら、真の代表者ではないであろう」（」6」4．，p．392）。
（19）　また、この論文では言及されていないが、代表者の権力抑制手段としてエスマ
ンが重視していたのは「個人権」であった。少数者の保護については、「半代表制」
の要素としてのレフェランドムや比例代表制などはむしろ危険であり、「個人権」
の方が有効であるとエスマンは評価している（16宛．，p．543）。この点にもエスマン
の自由主義的契機の重視が看取できる。
（20）「19世紀自由主義思想」の継承者としてのエスマンに関しては、深瀬忠一
「A・エスマンの憲法学一フランス現代憲法学の形成（1）」北大法学論集15巻2号
（1964年）99頁、高橋・前掲注（10）80－82頁及び112頁、山元一「《法》《社会像》
《民主主義》（4）一フランス憲法思想史研究への一視角」国家学会雑誌107巻3・
4号（1994年）87頁、石埼・前掲注（10）立命館法学240号377－379頁参照。石埼の
場合には、「19世紀自由主義思想」の継承者としてのエスマンの側面は、エスマン
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　こうしたエスマンの代表制論の問題点としては、二つの代表制論がどの
ような主権原理に基礎づけられているのかが不明であり、二つの代表制の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）概念が相対的に曖昧：なものとなっていることが指摘されている。「古典的
代表制」と「半代表制」を主権論とどう関係づけるかという点は、「国民
主権」「人民主権」及び「古典的代表制」「半代表制」の概念規定に依存す
　　（22）
るため、概念規定の仕方によってはエスマンの「古典的代表制」は「国民
主権」論によって、「半代表制」は「人民主権」論によって基礎づけられ
たものと理解することも可能であると思われる。
　本稿の考察視角である代表制と民主制との関係という論点については、
両者を架橋する可能性をエスマンの「半代表制」論の中に見出すことがで
きるのかどうかが問題となる。エスマンの言葉にそのまま従えば、「半代
表制」は「直接統治の代用品」にすぎないのであるから、本質的には民主
制の性格を有しているはずである。従って、エスマンの「古典的代表制」
と「半代表制」の対立は、本稿で設定する代表制と民主制との対立と性質
上パラレルなものと把握できるため、両者の架橋可能性をエスマンの「半
代表制」に求めることはできないように思われる。しかし、他方で、エス
マンの認識する「古典的代表制」から「半代表制」への変容の兆候は、国
民意思から切断された代表制から国民意思と結合する代表制への変容の兆
候でもある。この点を重視すれば、国民の民主的コントロールがなされる
代表制という意味では、エスマンの「半代表制」を「代表民主制」と捉え
ることができるであろう。
（2）カレ・ド・マルベールー二つの国家理論の理念型と半代表制論
　①二つの国家理論の理念型
　カレ・ド・マルベールの代表制論は、国民主権と人民主権とを対立的に
の「反ルソー的発想」と「半代表制」論の関係として検討されている。
（21）杉原・前掲注（10）366－367頁、高橋・前掲注（10）107頁、注14参照。
（22）　この点は、杉原自身が指摘することである。杉原・前掲注（10）373頁参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）捉える彼の主権論との関連において検討されなければならない。しかしな
がら、本稿でまず注目したいのは、この二っの主権論の背後にある国家の
成立ないしは基礎にかかわる国家論と法・権利（droit）の把握方法にかか
　　　　　　（24）わる方法論である。カレ・ド・マルベールの図式においては、主権論と統
治形態に国家論と方法論が繋がっており、これらの要素を組み合わせるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）とで次のような二系統の国家理論が存在している。
　人民主権論は、自然権を有する個人が社会契約を結ぷことで国家を設立
し、個人の自由を確保するという社会契約論を基礎としている。主権は、
社会契約に参加する個人の間で分有される。そのため、人民主権論は、個
人を出発点とする方法論的個人主義を採用する一方で、国家に先行する個
人の権利を認めるため、法実証主義には収まりきらず、自然法思想の影響
を強く受けている。また統治形態に関しては、人民自らが意思表示を行う
可能性が認められているため、直接民主制ないしはそれに代わる制度と結
合する。これに対して国民主権論では、国民共同体の組織化という歴史的
（23）　カレ・ド・マルベールの主権論・代表制論に関しては、多数の先行業績が存在
　している。杉原泰雄「カレ・ド・マルベールの国民主権論と国民代表制論」田上穣
治先生喜寿記念『公法の基本問題』（有斐閣，1984年）、高橋・前掲注（10）114頁以
下及び313頁以下、小沢・前掲注（10）188頁以下、渡辺良二『近代憲法における主
権と代表』（法律文化社，1988年）36頁以下、塚本俊之「レイモン・カレ・ド・マル
ベールの議会制論一フランスにおける多数派デモタラシー論の源流（1）（2・
完）」早稲田大学大学院法研論集51－52号（1989－1990年）、石埼学「共和国・主権と
　自由の狭間で一カレ・ド・マルベールの法的国家論についての一考察」亜細亜法学
33巻2号（1998年）。
（24）　カレ・ド・マルベールの国民主権の前提にある国家論と方法論に論及するもの
　として、小沢隆一「カレ・ド・マルベールの『国民主権』論の方法的基礎に関する
覚書」一橋論叢101巻1号（1989年）、小沢・前掲注（10）189－190頁、石埼・前掲
注（23）25－37頁参照。
（25）民主制と代表制が、全く異なる国家の存在形態に関する理論に基礎づけられ、
そこから論理的に導出される統治形態の問題と連なっていることに関しては、高
橋・前掲注（10）151－152頁、注53参照。高橋の指摘は、小沢・前掲注（24）や石
埼・前掲注（23）の国家論・方法論に関する指摘とともに、カレ・ド・マルベール
の二つの主権論の背後にあるものを理解するうえで極めて重要である。
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事実を出発点とするため、国家の存在は所与の事実であり、前提である。
これは、国家以前に法規範の存在を認めない法実証主義の立場と結びっ
く。この立場からすれば、社会契約によって国家の設立を弁証する必要は
　　　　　　（26〉なく、法的国家論が前提とされる。統一された集合体としての国家から議
論が開始される点では、方法論的集団主義を採用しているとも言える。こ
の法的国家論・法実証主義と結びっく国民主権論においては、国民は抽象
的観念的存在と捉えられるため、国民のために意思表示を行う代表者が必
　　　　　　　　　　　　　　（27）要とされ、必然的に代表制と結合する。
　以上を整理すれば、カレ・ド・マルベールの図式《国家論一方法論一主
権論一統治形態〉においては、《社会契約論一自然法思想一人民主権論一
民主制〉と《法的国家論一法実証主義一国民主権論一代表制〉という二つ
の系統が存在する。この二つの系統をカレ・ド・マルベールの国家理論に
おける二つの理念型と考えておく。彼自身が『国家の一般理論』の中で支
持しているのは、後者の方である。本稿の主たる関心たる代表制と民主制
の距離は、カレ・ド・マルベールのこうした基本的枠組みによるなら、こ
の二つの国家理論の間の距離ということになる。
　②　純粋代表制と半代表制
　以上を念頭に置きながら、カレ・ド・マルベールの代表制論を見ておき
たい。既に述べたように、国民主権論では抽象的観念的存在である国民に
主権が存するため、国民は代表を通じてしか意思を表明することはできな
（26）　カレ・ド・マルベールの法的国家論とは、国家を国民・領土・公権力という三
要素から定義するのではなく、国家の本質をその構成員の変化にもかかわらず、組
織化（＝共同体の集団意思を表明する機関を共同体に与えること）によって統一性
　をもたらされている点に見て取り、これを説明するために国家を法人として把握す
る理論のことである。この場合、国家とは、国民共同体が抽象的に縮約されるとこ
ろの法的存在と把握される（R．Carr6de　Malberg，Oo％師6％加％ク砺渉h60吻
g吻z6ηzlθづεJE云厩．t．1，Sirey，1920，pp．7－10．）。
（27）本文中のカレ・ド・マルベールの二系統の国家理論は、R．Carr6de　Malberg，
Contribution　t．2，pp．152－193．をもとに再構成したものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）い。従って、国民主権は原理的に代表制と結合することになる。
　こうした国民主権論から派生する代表制（＝純粋代表制）の特色は、議
員が「全国民の代表」であること、議員が自己の選挙区の選挙民から独立
し、「命令的委任」には服さないこと、「代表者は国民のために意思する」
　　　（29）
ことである。この国民主権一純粋代表制という枠組みでは、国民はその代
表者を通じてしか意思表示を行うことはできず、代表者は全国民の代表と
　　　　　　　　　　　　　（30）して自由に国民のために意思する。この点が代表制の本質とされるため、
選挙によって選ばれるという要件は代表者には必要とされない。そのた
め、1791年憲法においては、議会と並んで国王も代表者とされている。
　カレ・ド・マルベールは、この「純粋代表制」が、その誕生以来、かな
りの変容を遂げてきたことをエスマン同様に見逃さなかった。彼はこの変
容の要因として、i選挙の事実上の影響力　ii人民の自己統治を理念とす
　　　　　　　　　　　　　　（31）る「議会政（1e　r6gime　parlementaire）」の採用と発展を挙げている。
（28）国民主権論と代表制との結合の必然性に関しては、カレ・ド・マルベールの次
の記述に集約されていると言っていいであろう。「フランス革命が国民主権の原理
によって創設したもの、それは代表制であり、この体制においては集合的かつ抽象
的な存在たる国民にもっぱら留保された主権は、誰によってであれ国民代表の資格
を持つ場合にしか行使されない」（弼4．，pp，196－197）。
（29）　　∫6」4．，pp．239，247et267．
（30）　もっとも、カレ・ド・マルベールの法的国家論から見れば、こうした意味での
代表者は実は「機関」にすぎない（弼4．，p．285）。従って、国民主権一代表制は、
法人格一機関理論の中で理解されるべきものであり、彼が革命以前の三部会に見て
いたような本来的な意味での代表制とは考えられていない。この点に関連して、彼
は「誤って代表的と呼ばれた制度の本質的特徴は、その制度がいかなる代表も含ま
ないということである」（」6」4．，p．367）と指摘している。
　なお、「国民主権一代表制」の内容が「法人格一機関」理論そのものであったこ
とに関しては、高橋・前掲注（10）160頁及び320－321頁参照。また、同箇所で示さ
れる「カレ・ド・マルベールにおいては、厳密な意味では代表制は存在しない」と
いう高橋の理解に疑問を呈するものとして、石埼・前掲注（23）65頁、注9参照。
（31）「議会政（le　r6gime　parlementaire）」という用語に関しては、高見勝利「議
院内閣制の意義」高橋和之・大石眞編『憲法の争点［第3版］』（有斐閣，1999年）
参照。そこでは、この用語と「議院内閣制」という用語の意昧上のずれが語られて
いる。
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　iについては、次の点が指摘されている。選挙人団は、選挙に由来する
事実上の影響力を行使することで、議員たちの行動にコントロールを及ぼ
す。議員の方でも、再選のために選挙民の意向に従う必要1生を感じるた
め、選挙人団への従属が生じる。この選挙の事実上の影響力は、普通選挙
の確立によって増大する。こうした影響により、各議員は自己の選挙区の
代表者、選挙民の特殊利益に仕える代表者になってしまい、これに応じて
議会の決定も特殊利益に奉仕する議員の間の妥協の結果となる。こうした
変化は、代表制の性質から引き出される法的理由からは正当化されず、政
治的理由、すなわち代表制が被り、その元々の意義をそれから失わせた事
　　　　　　　　　　　　（32）実上の変容によって正当化される。
　iiについては、次の点が指摘されている。「議会政」は、選挙の方向づ’
けによって、国民（1e　pays）が自ら国政の主要な方向を決定することが求
められるという意味で、「世論の統治の制度」である。この「議会政」に
おいて、選挙は、代表者の指名作用以上のものであり、選挙人団にとって
は国家の問題に関して自分たちの見解を知らしめる手段である。「議会政」
に固有の制度、例えば、議院の審議や投票の公開と公表の制度によって、
議員は、選挙人の継続的なコントロールのもとにおかれる限りで、選挙人
に従属的になる。さらに、「議会政」の特徴的な傾向をより明確に示すの
が、解散制度である。解散は、人民に政策に関しての自己の意見を表明す
る機会を与える手段であり、議会意思と人民意思が合致しているかを確認
する手段である。このように、「議会政」の基礎には、「純粋代表制」では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）見られない議員団と選挙人団との意思の合致が必要とされている。
　カレ・ド・マルベールは、代表制がこれらの要因によって変容し、議会
の意思と人民の意思との合致を確保することが可能となったために、この
制度を「代表制と直接制の間に位置づけられ、両者とは同じように異なる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）中間的な制度」すなわち「半代表制」と位置づけている。
（32）R．Carr6de　Malberg，Contribution　t．2，pp．363－37L
（33）　　∫δ」び．，pp．371－377。
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　以上のようなカレ・ド・マルベールの「半代表制」論の中で注意しなけ
ればならないことは、代表制の変容はあくまで事実上のものと把握され、
そのようなものとして正当化されている点である。彼の認識では、代表者
の指名制度にすぎなかった選挙が、とりわけ普通選挙制度の確立以降、機
能変化し、議員に対する選挙人団のコントロール手段となっている。命令
的委任の法制化や立法権の権限配分の変更などはないものの、事実上、議
会は国民の意思を尊重しなければならなくなり、国民の意思から独立して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）決定を行うという「純粋代表制」の本旨からは、逸脱しているのである。
　ここから、エスマンとカレ・ド・マルベールの「半代表制」論の相違が
　　　（36〉生じてくる。エスマンの「半代表制」の場合には、レフェランドムのよう
な国民が直接意思表示を行う法的手段が含まれているのに対して、カレ・
ド・マルベールの「半代表制」の場合には、選挙以外には国民の意思表示
手段が存在しない。エスマンの「半代表制」は、「直接制の代用品」であ
り、代表制とは全く別の論理すなわち民主制の論理に属するものと捉える
ことができるのに対して、カレ・ド・マルベールの「半代表制」は、国民
の意思表示手段が選挙に限られるという点で法的には「純粋代表制」と変
　　　　　　　　　　　　　　　（37）らないため、代表制の論理に属している。
（34）1碗．，P．382．
（35）　こうした代表制の変容は、カレ・ド・マルベールの「機関理論」からの把握の
仕方も変化させる。r半代表制」においては、「選挙人団と議員団とは、相互に影響
を与え、浸透し合い、支え合うという意味で、一緒になって機関的な統一体を形成
し」、「選挙人団と議会とが二つとも、一にして不可分の国家人格の意思を生み出す
のに寄与する」「複合機関」と考えられるのである（翅4．，p．384n．17et　p．385n．
19et　p．418）。
（36）エスマンとカレ・ド・マルベールの「半代表制」論の相違については、高橋・
前掲注（10）328頁、大石・前掲注（9）157頁参照。
（37）カレ・ド・マルベールが、「半代表制」を「半直接」ではなく「半代表」と形
容する理由がここにある。すなわち、この制度には議員の決定と選挙人団の意思と
の一致を確認する手段として選挙しか存在せず、それゆえその人民諮問手続を「代
表制」から借用しているからである。従って、「半代表制」においては、常に「代
表制」の原理が支配的になっている（R．Carr6de　Malberg，Contribution　t．2，p．
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　③　人民主権論への傾斜
　このように前期の重要著作であるr国家の一般理論』の中では、カレ・
ド・マルベールは、国家理論の理念型として《法的国家論一法実証主義一
国民主権論一代表制》を支持し、こうした枠組みの中で、代表制論を展開
している。しかしながら、後の著作では、人民主権一民主制の枠組みと親
和的な見解を示すようになる。
　『一般意思の表明としての法律』では、「法律は一般意思の表明である」
という理論とその理論の実際上の帰結である「議会主権」とが矛盾するた
め、この矛盾を解消する方法として二つの議会制改革案が提示されてい
る。一つは、「法律は一般意思の表明である」という考え方を維持しつつ、
レフェランドムの導入により、人民に立法作業への参加を認めるというも
のである。この場合、議会は一般意思を引き合いに出すことができるが、
この一般意思は、議会を含めたあらゆる機関（autorit6）に対して、その
主権的な権利を民主的に行使することが認められなければならない。もう
一つの方法は、議会は自由に国民意思を創造するという従来の代表制の考
え方に立ちつつも、議会が一般意思を表明するという考え方は放棄すると
いうものである。この場合、議会は、絶対的権力を要求するために一般意
思を引き合いに出すことはできず、自己の権限を憲法から引き出すほかは
　　（38）
なくなる。
　カレ・ド・マルベールは、『一般意思の表明としての法律』ではこの二
つの選択肢のうちいずれを採用すべきかは明言しなかった。前者の選択肢
を採用する立場を明確にしたのが、「レフェランドムと議会制の結合問題
　　　　　　　（39）に関する理論的考察」である。この論文では、「絶対的議会制」を制限す
383n．17．）。
（38）　R．Carr6de　Malberg，加Jo4吻郷s♂o銘46彪∂oJo卿6g伽6翅6，Sirey，
1931（r6impression，Economica，1984），pp．215－222．
（39）　R．Carr6de　Malberg，Consid6rations　th601｛ques　sur　la　question　de　Ia
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るための手段として、レフェランドムの導入が積極的に主張され、「半代
表制」論の中では言及されるだけにとどまっていた「半直接制」への志向
が明確に打ち出されている。この立場から、彼は、議会制とレフェランド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）ムには「直接かつ必然的関係」が存在するものと捉えている。
　こうしたカレ・ド・マルベールの前期と後期との相違は、実定法から抽
出される認識と改革の提言というレヴェルの異なるものなのか、それとも
端的な見解の変更なのかは俄かに判断しがたい。ここではこうした問題は
検討せずに、「半直接制」の導入という変化によって、彼の代表制と民主
制に関する分析枠組みが、より精巧なものになったことだけ付記してお
く。
（3）バルテルミニデュエズープラグマティックな主権論と半直接制の導入
　①　国民主権論批判
　　　　　　　　　（41）　バルテルミ＝デュエズは、カレ・ド・マルベールのように国民主権と人
民主権との区別を行わない。彼らの主権論の特徴は、国民主権原理をでき
るだけ多くの人民ができるだけ直接的に統治に参加することを理念上目指
す民主的原理の特殊形態と捉え、それをプラグマティックな観点から正当
化する点にある。また、主権の行使形態に関する彼らの議論の特徴は、
「直接制」や「代表制」とは異なる形態として「半直接制」を導入してい
る点である。以下で、彼らの主権と主権の行使形態に関する議論を見てお
く。
combinaison　du　referendum　avec　le　parlementarisme，inノ～．n　P．，1931，pp．225
－244．
（40）カレ・ド・マルベールの議会制改革に関しては、塚本・前掲注（23）52号123－
129頁参照。
（41）本稿では、ジョゼフーバルテルミとポール・デュエズの共著であるJoseph－
Barth61emy　et　Paul　Duez，丁昭舵46めoπ60冗sあ翻ズoη麗1，6dition　de1933。
Librairie　Dalloz（r6impression．Economica，1985）の代表制論を取り上げるた
め、両者を一体として扱い、バルテルミ＝デュエズと表記することにする。
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　彼らは、国民主権原理を「主権は精神的人格たる国民に帰属する固有の
権利であり、国民が法律においてその主権的意思を表明する」ことを宣言
したものと把握し、この原理の果たした君主制原理への対抗手段としての
　　　　　　　　　　　　（42）歴史的役割の重要性を認めている。
　しかしながら、科学的観点と実践的観点から次のような批判を展開して
いる。まず科学的観点からは、彼らは、個人の意思から区別される国民そ
れ自身の意思の存在は立証されていないと批判する。仮に国民の意思の存
在を認めたとしても、この意思が命令権を持ち、主権の保持者となる理由
も示されていない。従って、彼らは、理論的には国民主権原理を否定する
ことになる。次に実践的な観点からは、国民主権原理が民主的原理一般よ
りも明確な指示を与えないという意味で、有用ではないと批判する。すな
わち、国民主権原理が政治権力の正当性に関する十分な説明を提供してい
ない点、また特別の憲法制度の採用を命じないため、君主制と共和制、代
表制と直接制、制限選挙と普通選挙のいずれとも結びつき、政治体制の組
織化を総合的に行うことに役立たない点などから、その原理の政治的有効
性を否定しているのである。さらに実践的な観点から、「国民主権原理が
自由にとって危険である」という批判も行っている。彼らによると、国民
主権原理は、人民の無謬性と全能性という理念に結び付けられるため、拒
絶されなければならない。なぜなら、この原理では人民の意思が、その内
容からではなく人民という起源から正当化されてしまうからである。また
この理論は、人民自身が意思するのではなく、個人（＝議員）が人民の名
で意思するために一層危険であり、「議会の全能という恐るべき道」（バン
ジャマン・コンスタン）に我々を入り込ませることになるとされる。従っ
て、彼らの民主的原理の正当化は、「統治が必要であり、この統治を大衆
のものにするのが合理的である」という経験的、功利的で、プラグマティ
ックな観点からの正当化になる。彼らは、国民主権原理を自分たちのもの
（42）　Joseph－Barth61emy　et　Paul　Duez，oφ．o尭，pp。73－74．
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とするために実際的な現実を踏み越えず、統治者の行為もその内容によっ
て、すなわち「法、正義、理性」に合致して行われているかによって、評
　　　　　　　　　　　　（43）価するという態度をとっている。
　②　半直接制の定式化
　バルテルミ＝デュエズにとって、このように考えられる国民主権論ない
し民主的原理からは、論理必然的な主権行使形態は導き出されない。そこ
で、考えられる主権行使形態として、「直接制」「代表制」「半直接制」が
　　　　　（44）
挙げられている。
　「直接制」は、理論的には民主的原理の最も純粋な表現であるにもかか
わらず、大きな近代国家では実際上不可能であり、さらにそれが人民の自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）由や立法の専門性を保障しないため、排除されるべきものとされる。
　「代表制」は、主権の保持者である人民が、定期的に一定数の個人を選
び、この個人が人民の名で主権を行使する制度であり、選挙をその基礎に
（43）乃鼠，pp．74－77．こうした主権の把握の仕方には、バルテルミ＝デュエズの方
法論的特徴が現れている。国民主権原理の神秘的な部分を剥ぎ取り、民主的原理を
プラグマティックな観点から正当化しようとする彼らの方法論は、形而上学的側面
を有する伝統的な国家論一憲法学とは一線を画している。こうした彼らの方法論に
ついては、01ivier　Beaud，Joseph　Barth61emy　ou　la　fin　de　la　doctrine　cor卜
stitutionnelle　classique，in　P名o傭32，2000，pp．89－108参照。オリヴィエ・ボーは、
「バルテルミによって説かれた憲法の方法の独創性は、新しい法の科学を政治的事
実の観察のうえに基礎づけることにある」（ズ6鼠，p．100）とした上で、彼らの方法
論が国家理論と憲法理論を拒絶することになることを次のように指摘する。「ジョ
ゼフ・バルテルミとポール・デュエズの概説書は、疑いもなく、憲法学説（1a
doctrine　constitutionnelle）が憲法と国家理論とのこうした本質的な絆を放棄した
契機を示している」（づ6鉱，p。105）。
（44）彼らは、主権の行使形態のなかにカレ・ド・マルベールの提唱するような「半
代表制」を含めない。それは、「半代表制」が主権の行使形態としては「代表制」
と異ならないからである。むしろ、世論によるコントロールは主権行使の問題では
なく、「主権行使のコントロールの領域」の問題として把握されている（Joseph－
Barth61emy　et　Paul　Duez，oφ．o琵，p．82）。
（45）　16」あ，pp．83－85。
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　　　（46）
おいている。
　「代表制」に関して、彼らは、いかにすれば「代表制」を国民主権原理
と調和させられるのかという理論的問題といかに「代表制」が組織化され
るべきかという実践的間題を検討している。「実証的で現実主義的な方法
論」を採ることで、彼らは、国民から選ばれた個人が国民を代表するとい
う「代表の理論」も機関が国民の意思を表明するという「法学的機関理
論」も批判し、実際には、「代表制」と国民主権原理との調和という理論
的問題に重要性を与えていない。彼らの立場からは、統治に被治者をどの
ように参加させるかが問題であり、従って、代表制をどう組織化し、人民
と議員との関係をどう捉えるかという実践的問題の方が重視される。この
問題に関して、彼らは、選挙民一議員または国民一議会の間の委任関係と
して捉える理論も、選挙を単なる代表者の選択と考える理論も拒絶するこ
とで、この問題を法学的分析の問題とは捉えずに、「代表者と世論の協力
を最も完全に保障するための最良の配置」を見つけるという「政治的技術
（1’art　politique）」の問題として捉えている。そして、この代表者と世論の
協力を実現するのに適した手段として「公開性（1a　publicit6）」を重視し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）これを代表制にとって不可欠の制度と考えている。
　彼らが第三の主権の行使形態と考えている「半直接制」は、「直接制」
と「代表制」の中間的な位置を占めている。この「半直接制」において
は、民選の議会はレフェランドムに付するという条件でしか決定を下せな
い。議会の決定が法的に完成するためには、人民の承認に付されなければ
ならず、人民はこうして国家的行為の作成に直接参加し、それらの形成に
　　　　　　　　　　　　　（48）おいて最後の言葉を保持している。この「半直接制」という解決策は、
「代表制」の機能不全を改善し、人民に対して代表者の行為とのより実効
的な協力を保障するため、「代表制の修正」として現れたものである。そ
（46）乃鉱，P．80．
（47）乃鼠，PP．86－111．
（48）　オゐづ諾，p．81．
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の制度として挙げられているのが、「厳密な意味でのレフェランドム」（以
下、単にレフェランドムとする）「人民拒否（le　veto　populaire）」「人民発案
　　　　　　　　　　　（49）（1’initiativepopulaire）」である。
　レフェランドムの理論的メリットとしては、次の点が指摘されている。
第一に、民主的原理との明らかな調和である。レフェランドムにより、選
挙人はその主権を再び獲得し、万人による万人の統治ができる限り回復さ
れる。第二に、レフェランドムが、ありうべき議会専制に対する障害とな
ることである。第三に、考えられる議会多数派と国民の多数派との一致に
対する疑いを取り除き、より一層の法律の尊重を保障することである。第
四に、レフェランドムは、代表者が自己の良心に従い投票し、人民が判定
を下すことで、命令的委任が想定する良心の混乱を取り除くことである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（50）このため、レフェランドムは「仲裁や安定の道具」と考えられる。他方、
レフェランドムに対する疑問としては、一般大衆には複雑な問題を理解
し、解決する能力がないこと、投票に先立つ議論がないため問題点の解明
がなされないこと、選挙人の間に無関心をもたらすことなどが挙げられる
が、レフェランドムの実践によって与えられてきた結果は、こうした不安
　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）を和らげるものであることが指摘されている。
　第三共和制憲法の下でのレフェランドムの導入に関しては、彼らは、憲
法改正を行わなければその導入は不可能と考えている。但し、法的拘束力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（52）を持たない諮問的レフェランドムに関しては合憲と考えている。
　以上が、バルテルミ＝デュエズの議論の概要である。
（49）乃鉱，pp。112－113．これらの区別について整理しておくと、「レフェランドム」
では、人民が法案に承認を与えた場合にしか法律とならないのに対して、「人民拒
否」の場合には、人民が一定期間内に法案に対する不承認を表示しなければ法律に
なる。また「レフェランドム」では、議会は人民の協力がなければ立法を行うこと
はできないが、法的には立法を行うことを義務づけられていない。これに対して
「人民発案」では、議会に一定の問題に関して立法を行うよう強いることができる。
（50）　　∫6乞あンpp．123－124．
（5！）乃厄，PP．124－126．
（52）　Z房4，pp．133－135．
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　エスマンは、「半代表制」論の中に直接民主制的要素を混入させていた
が、『国家の一般理論』を書いた頃の前期のカレ・ド・マルベールは、こ
うした要素を彼の「半代表制」論の中から取り除き、議員の選挙民への従
属を選挙の事実上の影響力の問題として把握していた。これに対して、バ
ルテルミニデュエズは、「半代表制」を主権行使の形態ではなく、主権行
使に対するコントロールの問題と捉え、「代表制」や「直接制」と異なる
カテゴリーとは認めていない。その一方で、レフェランドムのような直接
民主制的要素を含む主権の行使形態として、「半直接制」という新しいカ
テゴリーを導入している。
　バルテルミニデュエズの代表制観は、実は既にエスマンや前期のカレ・
ド・マルベールの代表制観から180度転換していることには留意する必要
があろう。エスマンやカレ・ド・マルベールの理論では、代表制の本質
は、代表者が国民から独立して自由に国民のために自己の権限を行使する
点にあった。しかし、バルテルミニデュエズの理論では、代表者と世論の
協力を実現するのに適した手段である「公開性」が代表制に不可欠の制度
とされることからも窺われるように、代表者意思と国民意思との一致こそ
　　　　　　　　　　　　（53）が代表制の本質と考えられている。彼らが、選挙制度を代表制の基礎にあ
るものと把握しているのもこの点に関連している。
　このように、バルテルミニデュエズの理論は、従来の代表制観からの転
換を示している。そこでは、本稿で問題としてきた代表制と民主制との距
離は、非常に近いものとなっているのである。
［付記］本稿は2000年度及び2001年度の早稲田大学特定課題研究助成費に
よる研究成果の一部である。
（53〉諮問的レフェランドムの導入の可否に関する論述の中で、彼ら自身、次のよう
に述べている。「我々が対決してきた理論一まさにエスマンの理論において、代表
制は議会寡頭政による国民意思の吸収を特徴とする。しかし我々としては、代表制
の真髄は議会意思と国民意思との～致を前提とするということを認めてきたのであ
　る」　（才ゐづ鼠，p。135）。
